
2018年改革に対応した老健施設運営と
2021年改革を見据えた新たな経営戦略

住　所

法人及び
施設名

T E L F A X e-mail

参加者氏名 所　　　属 参加者氏名 所　　　属役　　　職 役　　　職

〒
改革ゴールの2021年を見据えた老健施設の新経営戦略セミナー    申込書

申込日　　平成　　　年　　　月　　　日　 FAX.03-6228-5996

 
〒104-0061　東京都中央区銀座7-2-22　銀座同和ビル2F
TEL：03-6228-5995   FAX：03-6228-5996   E-mail：info@hifsk.co.jp

ＨＭＳ会員の方は､会員区分に　を付けて下さい。
□ 法人会員   □ 個人会員   □ 購読会員
※参加料は　　　　月　　　日送金します。
※入金照合のために口座名義を下記にご記入ください。 
振込名義　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
振込先:三井住友銀行　本店営業部　普通預金　７５７７１６２　
名義：カ）ホケンイリョウフクシサービスケンキュウカイ

プログラム

改革ゴールの２０２１年を見据えた老健施設の新経営戦略セミナー

2021年の改革ゴールをめざした18年老健施設改革の意義と完全対応策とは！！

～２０１８年介護報酬改定のチャンスを生かし、徹底した在宅復帰・在宅療養支援機能の強化で乗り切る
                                                          修羅場となる２０２１年介護報酬改定以降の老健施設の経営～

在宅復帰・在宅療養支援機能評価指標10項目で5類型の老健施設は、その他型は勿論、基本型、加算型すら生き残れない！！
増収・増益、老健施設の一人勝ちは3年間しか続かない！！　五輪不景気の税収不足時に行われる２０２１年介護報酬改定とは！！

講　師 保健・医療・福祉サービス研究会 診療介護報酬指導講師
株式会社Ｍ＆Ｃパートナーコンサルティング　取締役 酒井 麻由美 氏

参加のお誘い
　２０１８年介護報酬改定での老健施設は、抜本改革と
なり２０１２年介護報酬改定に続く大改定となりました。
この改定は、2010年に報告された「地域包括ケア研究
会報告書」に基づくもので、2025年の老健施設のある
べき姿について、施設類型ではなく機能を評価し、機能
の無い施設は、集合住宅への移行すべきと示唆を与え
ました。また、改革は、今回に終わらず、次回の２０２１年
介護報酬改定を見据え2段構えの改革となっているの
ではないでしょうか。従って、この度の在宅復帰・在宅
療養支援機能の評価指標（10項目）により、5類型と
なった報酬体系の中で、「その他型」は勿論のこと、「基
本型」も「加算型」も、国が期待する地域包括ケアの拠
点施設としての老健施設になり得ず、２０２１年介護報
酬改定では、厳しい試練が待ち受けていると思われま
す。そこで、本セミナーでは、２０１８年介護報酬改定へ
の完全対応と共に、２０２１年介護報酬改定への対応を
含め、地域包括ケアの拠点施設としての老健施設の経
営戦略について、じっくりと学んでいただくものです。
どうぞ、老健施設の将来を真剣に考える皆様方多数の
ご参加を心よりお待ち申し上げます。

7月22日(日) 

※参加料には資料・コーヒー代を含みます。

※希望の方は□を付けてください。　□ CD受講希望　□ 無料個別相談

開催日

参加料

平成30年 7月22日㈰ PM1:30～PM5:30

銀座同和ビル2F（HMSセミナールーム）
東京都中央区銀座7-2-22　TEL 03-6228-5995

会　場

23,134円HMS会員（法人・個人会員）
【税込】

（21,420円    1,714円）
本体価格 消費税

24,419円（購読会員） （22,610円    1,809円）
25,704円 一　　  般 （23,800円    1,904円）

Ⅰ．２０１８年同時改定施行以降の最新情勢
　　・始まった（財政審）財政制度分科会の社会保障費抑制策への提言
　　・2018年度経済財政運営の指針「骨太方針」と医療福祉政策
　　・医療法改正をはじめ、2025年に向けた医療・介護・障害制度改正の方向
　　・2019年10月消費税増税施行と介護職員処遇改善の方向

Ⅱ．２０１８年介護報酬改定における老健施設改革と対応の具体策
　　・2017年度老人保健健康増進等事業と老健施設の報酬改定スキーム
　　・調査事業で赤裸々になった全国の老健施設の運営と経営の実態
　　・３類型から5類型の報酬体系、3項目から10項目の機能評価指標
　　・重要な意味を成す老健施設機能（報酬）別算定要件の4項目
　　・格差広がる類型別（超強化・強化・加算・基本・その他）報酬格差
　　・スーパー老健（超強化型）取得へのステップアップとその具体策
　　・その他の改定（かかりつけ医、褥瘡ケア、排せつ、口腔衛生、身体拘束、栄養マネジメント、所定疾患、外泊等）とその対応策
　　・解釈通知・Ｑ＆Ａの徹底解説と加算完全算定並びに増収対策
　　・新規入所者開拓と９７％稼働を目標としたベッドマネジメント

Ⅲ．２０１８年介護報酬改定と通所リハビリ改革と対応の具体策
　　・短時間化、時間区分変更、大規模減算で減収の通所リハビリ改革
　　・リハマネ加算（Ⅰ・Ⅱ）からリハマネ加算（Ⅰ~Ⅳ）への転換
　　・医師関り強化、リハ会議ＴＹ参加、リハ計画代理説明、VISIT参加
　　・軽度者（要支援Ⅰ・Ⅱ）のリハマネジメント加算導入と介護予防戦略
　　・全国における通所リハビリの短時間化、減収回避の長時間化の事業戦略
　　・VISIT（厚労省のデータ収集事業）参加の意義と２０２１年介護報酬改定対策
　　・全国的な通所リハビリ利用者減と利用者増を築いた実践事例と経営戦略

Ⅳ．地域の街づくりと地域包括ケアの老健施設の拠点施設化の具体策
　　・本格的な地域包括ケアの深化・推進に地域の老健施設はどう対応すべきか
　　・２０１８年介護報酬改定に完全対応することが地域包括ケアシステム構築に貢献
　　・2025年の地域包括ケアの実現をリードする老健施設の地域包括ケア戦略

Ⅴ．老健施設改革のゴールを迎える２０２１年介護報酬改定を読み解く
　　・ビッグデータ時代の到来に科学的介護の実現をめざす２０２１年介護報酬改定
　　・老健施設改革のゴールとなる２０２１年介護報酬改定と老健施設のゆくえ

Ⅵ．２０２５年改革シナリオに基づく老健施設の将来展望


